
●市の公共施設は、１０年後には約７６％
が築３０年以上に達することから、施設
機能の低下や修繕費用の増大など⽼
朽化に伴う問題が懸念
●建築時の費用は氷山の一角で、その後に
維持管理費や事業運営費など、
より多くの費用が必要となる状況

●市の⼈⼝は令和１２（２０３０）年頃における約１６０．５万⼈をピークに、そ
の後は減少過程への移⾏が想定される状況
●⼈⼝減少に伴い、１⼈あたり㎡数（公共施設の床面積÷⼈⼝）が増加し、公共施
設を維持するための市⺠１⼈あたりの費用負担も増⼤が⾒込まれる状況

以上を踏まえると、現状の公共施設をそのまま維持し続けること
は非常に困難

市⺠負担を変えずに、市⺠サービスの質の維持・向上をはかるために
は、当面の⼈⼝増加に対応しつつ、公共施設の
床⾯積を増やさない取組を⾏うことが必要

本市公共施設を取り巻く現状と課題

市の公共施設の⽼朽化

⼈口減少への転換

資産マネジメント第３期実施方針の基本的考え方及び取組

資産マネジメントの取組
●将来世代の負担が重くならないよう、公共施設の保有総量を適切に管理する
ことが必要
●資産マネジメント第３期実施方針を策定し、「機能重視」の考え方に基づく
取組と、資産保有の最適化を重点的に推進

●これまで重点的に取り組んでいた施設の⻑寿命化については、資産保有の最
適化を踏まえた上で取組を継続

利用状況や将来の利用想定等を踏まえ機能のあり方の整理を⾏い、施設の複合化
や多目的化等の手法(※)を用いることにより、施設の適正配置を図るものであり、主に次
の取組を検討

●地域ごとの資産保有の最適化検討

●機能ごとの資産保有の最適化検討

公共施設、⼈⼝動態、地域課題などの地域ごとの状況を踏まえた施設の適正配置
を⾏い、質の⾼い市⺠サービスを安定的に提供

ホール施設の適正配置や学校プールの最適運用など、同一機能を有している
様々な施設機能の適正配置を⾏い、質の⾼い市⺠サービスを安定的に提供

資産保有の最適化の取組

「機能重視」の考え方に基づく取組

従来の考え方

特定の目的別、対象者別
に施設を整備

⼦どもが利用する施設 ⾼齢者が利用する施設

「機能重視」の考え方
施設が持つ機能（提供するサービス）に着目し、
市⺠ニーズ等を把握した上で施設を整備

多世代でくつろげる機能

⼦どもや⾼齢者が利用
できる機能

多世代で運動できる機能

誰でも利用できる機能

(※)施設の複合化、多目的化のイメージ

資産マネジメント第３期実施方針の概要
















